
1. はじめに

浮消波堤は小規模な閉鎖性水域における静穏度確保に

有効な構造物のひとつである．浮消波堤については古く

から数多く研究されており，近年においては矩形浮体構

造物だけでなく，円形ブイ型（Liangら,2004），π形型
（Gesrah,2006），浮パイプ型（Hegdeら,2007），ニューマ

チック型（Koo,2009）および複合ブロックによる透過型

（Wang and Sun,2010）など様々なタイプの浮消波堤につ

いて，実験あるいは数値解析によって研究されている．

これらの報告を概観すると，まず，支持形式の違いが浮

消波堤の性能評価に大きく影響することがわかる．索係

留式の場合には運動の自由度が高く，浮体の挙動が複雑

であるため，現象の把握が難しい．一方，杭係留式では

浮体の動きが制限されるため，簡易に評価ができる可能

性がある．実用上は簡便な手法で消波性能を推定できる

ことが望ましい．現状では索係留式の研究報告と比べて

杭係留式の浮消波堤に関する研究は少ない．次に，先に

示した研究を含め，既往の研究の多くは断面二次元によ

る検討が主である．実際の現象は平面的であるため，断

面二次元での検討によって得られた結果との差がどのよ

うな形でどの程度現れるかについては議論の必要があ

る．索係留式の場合には平面的な運動を考えるとさらに

自由度が高くなり現象がより複雑となるが，杭係留式の

場合にはこの点においても比較的扱いやすいものと推察

される．

浮消波堤の性能を検討する際には透過率の推定が必要

である．Harms（1979）は古タイヤを利用した浮消波堤

について，抗力係数Cdおよび質量係数Cmの比Cd/Cmを一

定としてエネルギーバランスから深海条件における透過

率算定式を提案している．Hegdeら（2007）は浮パイプ

型消波堤の実験結果からHarmsの透過率算定式によりCd

値を逆算して検討を行っているが，実際にCd値がどの程

度になるのかについては不明である．沖ら（2009）は，

Harmsの透過率算定式中の堤体幅と入射波長の比のみを

パラメータとしてダブルバリア型浮消波堤（以下DBFB

と略）での断面二次元実験結果から経験的に求めた簡便

な透過率算定曲線を適用すると，固定条件に近い結果が

得られるとしている．辻本ら（2009）は，Cdに対してCm

は小さいとして任意水深におけるDBFBの透過率算定式

を導出している．また，抗力係数についてレイノルズ数

との関係で評価している．抗力係数Cdおよび質量係数

Cmを構造物に応じて最適に与えれば，Harmsの考え方に

基づく透過率算定式を他の浮体形式にも適用可能と考え

られる．

これらをふまえて，本研究では浮体の支持形式および

平面波浪特性という二つの観点から現象をみるため，杭

係留式の浮体構造物であるDBFBに着目して平面水槽に

て模型実験を行い，平面波浪特性である波向きおよび回

折の影響による透過率の違いについて調べる．また，動

揺の影響を比較するため，消波堤を固定した場合と可動

とした場合の透過率の違いについて調べる．さらに，消

波堤前後面において実測した圧力の差から抗力係数Cdお

よび質量係数Cmを推定する方法を試み，Harmsの手法に

基づく透過率算定式を適用して波浪数値モデルによりそ

の妥当性について検証する．
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2. 平面水槽実験

（1）実験概要

図-1に示すように，北陸電力（株）所有の平面造波水

槽（28.5m×17.0m）のほぼ中央に，岸沖方向幅0.25m，

沿岸方向長さ2.0m，高さ0.122m（その内バリア長0.05m）

のDBFB模型を設置する．水深を 31.2cmとし，周期

1.0secの規則波を入射角0°および25°として入射させる．

なお，静水時における喫水深は9.1cmである．DBFBは水

底から鉛直に立てられた8本の鋼製杭によって支持され，

ベアリングにより上下方向にのみスムーズに動くことが

できる．浮体を杭に固定した固定条件および自由に動く

ことのできる可動条件にて実験を行う．すべてのケース

において，図-1に示すように消波堤周辺の水位変動を

40cm間隔（x軸をまたぐ個所のみ軸対称に20cm間隔）で

126点（沖側54点，岸側72点）計測する．

（2）波向きおよび固定・可動条件による差の比較

図-2および図-3に直入射の場合における無次元波高分

布について，消波堤を固定した場合および可動の場合の

実験結果をそれぞれ示す．平面座標は図-1に示すように，

消波堤前面中心を原点として岸方向に x軸，消波堤前面

に沿う方向に y軸とし，各々入射波長で無次元化されて

いる．これらの結果を比較すると，反射率は固定の場合

が高く，波高減衰率も固定の場合の方が大きいことがわ

かる．これは，固定条件の方が入射波が反射されやすく，

その分透過エネルギーが減少するためである．

図-4および図-5は，入射角が25°の場合の無次元波高

分布について，それぞれ消波堤が固定された場合および

可動の場合の結果である．入射角以外の条件は，前述の

直入射の場合と同じである．直入射の場合と同様に，可
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図-1 平面水槽（上：平面配置，下：鉛直断面）

図-2 無次元波高分布（直入射，固定条件）

図-3 無次元波高分布（直入射，可動条件）

図-4 無次元波高分布（入射角25°，固定条件）

図-5 無次元波高分布（入射角25°，可動条件）



動条件と比較して固定条件の方が反射率および波高減衰

率ともに高くなっている．消波堤背後において，波高が

低い領域はおおむね波の入射角に応じた方向に広がって

いる．直入射条件である図-2および図-3の結果と比較す

ると，消波堤の固定および可動条件ともに，反射率が大

きくなる．波高減衰率については後述する．

表-1および表-2に，消波堤前面および背後における無

次元波高二乗平均値HRMSについて，それぞれ直入射およ

び斜め入射の結果を示す．Nは観測点数，Hは無次元入

射波高である．いずれの波向きにおいても可動条件より

も固定条件の方が反射波が大きいことがこの結果からも

わかる．斜め入射条件では，直入射の場合と比べて入射

波長に対する見かけの堤体幅が長くなるため，透過率が

小さくなり，波高低減効果が高くなると予想されるが，

入射角が大きくなると今度は消波堤による遮蔽域が小さ

くなり，回折波の影響も加わって必ずしも波高減衰領域

は広くならない．波向きによって有効な消波領域が異な

るため単純な比較はできないが，固定条件の場合，消波

堤背後では斜め入射におけるHRMSが直入射より大きくな

っており，トータルとして波高減衰効果が減少している．

一方，可動条件では斜め入射において反射率が大きくなる

にもかかわらず波高減衰効果が高くなっている．このこと

から，可動条件においては波高減衰メカニズムが固定条件

と異なり，辻本ら（2009）の可視化実験結果も考慮する

と，浮体の動揺とそれにともなって発生する渦が透過波エ

ネルギー減衰に大きく寄与していると考えられる．

3. Cd値およびCm値の検証

（1）Cd値およびCm値の計測および算定

透過率を評価するためには，Cd値およびCm値を推定

する必要がある．本研究では実験によってこれらの値を

簡便に計測，算定することを試みる．消波堤の岸沖両側

の側面中央に圧力センサーを取付け，消波堤の沖側近傍

での水位変動とともに時系列変化をサンプリングレート

100Hzで計測し，消波堤の両側で測定した圧力差を消波

堤に作用する力とする．流速変動は水位変動の実測値と

微小振幅波理論を併用して算出し，加速度については流

速変動の時系列から算出する．これらの計測値を用いて，

以下に示す手順にてCd値およびCm値を算出する．

任意時刻 tにおける波力，水粒子速度および加速度を

それぞれF(t)，u(t)および u̇(t)とすると，モリソン式より，

dtだけ異なる2時刻において以下の関係が成り立つ．

……………………（1）

…（2）

ここで，Aは波の進行方向に対する消波堤の投影面積，V

はバリア部を含む消波堤の体積，ρは水の密度である．
これらの式を連立させて解くとCdおよびCmに関する以

下の式が得られる．

………………（3）

……（4）

ただし，

………（5）

である．dtの大きさは解の精度に関係するが，本研究で

はdt = 0.01である．

実験は，断面二次元水路および平面水槽の両方で行う．

断面二次元水路は神戸高専所有のものを用い，平面水槽

は前出の北陸電力（株）所有のものを用いる．水深およ

び入射波諸元は先の平面水槽実験と同様とし，直入射条

件において消波堤を固定した場合および可動の場合のそ

れぞれについて実験を行う．

（2）算定されたCd値およびCm値とその考察

図-6に，断面二次元水路で計測した水位変動および消

波堤前後面における圧力変動について，それぞれ固定条

件および可動条件の結果を示す．横軸は時刻，縦軸左は

水位，縦軸右は消波堤前後面における圧力を圧力水頭に

換算したものであり，図中の実線は水位変動，点線は消

波堤前面における圧力変動，鎖線は背面における圧力変

動をそれぞれ表す．固定条件においては，水位変動およ

び消波堤前後面における圧力変動の位相はほぼ同じであ

る．可動条件の場合には，水位変動および消波堤前面で

の圧力変動の位相はほぼ同じであるが，消波堤後面での

圧力変動の位相は大きくずれているのが特徴的である．

これは，DBFBが動揺するために生じると考えられる．
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N

  H2

HRMS

消波堤前面

54

64

1.089

消波堤背後

72

56.4

0.885

消波堤背後

72

47.8

0.815

消波堤前面

54

87.9

1.276

可動固定

表-1 無次元波高二乗平均（直入射）

N

  H2

HRMS

消波堤前面

54

87.63

1.274

消波堤背後

72

52.45

0.854

消波堤背後

72

51.04

0.842

消波堤前面

54

101

1.367

可動固定

表-2 無次元波高二乗平均（入射角25°）



ここでは示さないが，平面水槽で計測した場合も，固定

条件および可動条件の位相特性は断面二次元水路のそれ

と同じであった．

図-7に，上述の手順によって求めたCd値およびCm値

と水位の時間変化の一例として，平面水槽の可動条件に

ついて示す．横軸は時刻，縦軸左はCd値またはCm値，

縦軸右は水位であり，図中の実線は水位変動，＋はCd

値，×はCm値をそれぞれ表す．消波堤に波が到達してか

ら定常な状態になるまではCd値が減少し，波が定常とな

るとCd値も周期的な変化をすることがわかる．一方，Cm

値はほとんど変化せず常に小さな値となっている．

表-3に，定常な部分の5周期程度について位相平均し

て得られるCd値およびCm値を示す．まず，固定条件に

ついて断面二次元実験と平面実験の結果を比較すると，

Cd値は平面実験の方が小さい．この原因のひとつとして，

平面の場合には波の回折効果により抗力が小さくなった

ためと考えられる．Cm値についても平面実験の方が小さ

くなるが，ともに小さな値である．一方，可動条件にお

いて断面二次元実験と平面実験の結果を比較すると，固

定条件の場合と同様に，平面実験の方が小さくなってい

るが，値としてはともに大きい．これは，平面の場合に

は固定条件と同様に回折波の影響があるが，浮体が動揺

することによってバリア先端部や浮体の隅角部で発生す

る渦の効果が相対的に大きくなるため，抗力が大きくな

ると考えられる．Cm値については断面二次元実験と平面

実験において顕著な差はなく，同程度のオーダーである．

Cd/Cmについては，いずれの条件においても1より大きい，

すなわちCd > Cmとなる．また，可動条件においてはCm

に比してCdが卓越するとした辻本ら（2009）の考え方が

妥当であるといえる．

4. 透過率算定式の検証と数値解析

Harms（1979）は古タイヤを利用した浮消波堤の透過

率算定式を提案した．Harmsの考え方には浮体の動揺の

効果は直接入ってはいないが，本研究の実験においては

固定および可動の消波堤においてCd値およびCm値は異

なる結果が得られため，これらの値を介して動揺の影響

を考慮できる可能性がある．ここでは，先のCd値および

Cm値の検証結果をふまえ，Harmsの透過率算定式を援用

した平面波浪場の計算を行い，得られた各係数の妥当性

を検証する．冒頭で述べたように杭係留浮体は運動機構

が比較的シンプルであるため，数値解析も簡便なモデル

である沖・間瀬（2004）の位相平均型波浪予測モデルを

用いて再現を試みる．

ところで，Harmsの仮定では消波堤の高さと入射波高

の比が抗力係数Cdと質量係数Cmの比にほぼ等しいとし

ているが，先の実験条件においてはその仮定は成り立た

ない．そこで本研究ではこの仮定を適用しない式にて検

証する．辻本ら（2009）に倣い，浅海での適用性も考慮

すると，透過率算定式は以下の式で表される．

………………（6）

ここで，Ktは透過率，Dtは消波堤の高さ，Pは透過係数，

Hは入射波高，Lは入射波長，Bは消波堤の岸沖方向長さ，
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（a）固定条件

（b）可動条件

図-6 水位変動および圧力変動（断面二次元水路）

図-7 水位変動とCd値およびCm値（可動条件，平面水槽）

Cd

Cm

Cd/Cm

断面二次元

11.31

0.08

142.96

平面

7.61

0.07

111.25

平面

0.55

0.11

4.90

断面二次元

1.20

0.16

7.52

可動固定

表-3 Cd値およびCm値の平均値



nは群速度と波速の比である．本研究ではP=1.0とし，こ

の式をDBFBに適用できるかどうかを実験で得られた値

により確かめる．

表-4に，先の実験で得られたCdおよびCmを式（6）に

代入して得られる各条件における透過率を示す．固定条

件についてはいずれも透過率が90％を超えており，実験

結果とは合わない．これは，本研究による算定手法では

消波堤を通過する波浪のみを対象とするため，反射され

るエネルギーが大きい固定条件ではうまく評価できない

ことが原因と考えられる．一方，可動条件の結果につい

てみると，平面実験における消波性能は断面実験でのそ

れよりも16％程度低下しており，これは高木ら（1993）

の報告に一致する．また，得られる平面条件での透過率

は実験結果とよく一致している．可動条件においても反

射波は生じるが，固定条件と比べてそのエネルギーは小

さく，また，浮体の動揺およびバリア周辺での渦により

抗力が卓越するため，良好な一致が得られると推察される．

斜め入射の場合には見かけの堤体幅が長くなるため，この

見かけの長さを考慮して透過率を計算すると，Kt=0.65と

なる．この透過率を用いた平面波浪場の計算結果を図-8

に示す．ただし，ここでは透過領域のみに限定した結果

を示す．波高の大きさおよび分布傾向ともに実験結果と

良好な一致を示している．

5. おわりに

本研究では杭係留式の消波堤としてダブルバリア型浮

消波堤をとりあげ，平面模型実験を行った．まず，入射

する波向きおよび回折波の影響による平面特性を調べる

とともに，消波堤を固定あるいは可動とすることにより

動揺の影響を比較した．その結果，波向きに関わらず可

動条件と比べて固定条件の方が反射率が大きいことがわ

かった．また，斜め入射の場合には，固定条件では波高

低減効果が上がらないが，可動条件では高くなった．次

に，消波堤前後面での圧力差から簡便にCd値およびCm値

を評価する方法を試みた．Harmsの方法を援用した透過

率算定式に実験で得られた値を適用したところ，可動条

件では実験結果によく一致した．これらの結果から，本

手法の妥当性とCd値およびCm値を介して浮消波堤の動揺

の影響を考慮した透過率を算定できる可能性を示した．
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図-8 無次元波高分布計算結果（可動条件，入射角）

Kt

断面二次元

0.57

平面

0.68

平面

0.96

断面二次元

0.92

可動固定

表-4 各条件における透過率


